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 要　　　旨
1. はじめに
ASEAN 先行加盟 6 か国 1) は、2010 年 1 月から ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic 
Community 以下 AEC）ブループリントによって関税を撤廃した（一部品目を除く）。すでに
共通効果特恵関税（Common Effective Preferential Tariff 以下 CEPT）の枠組みの下で 46,593
品目の関税が撤廃されていたが（1998 年、品目基準で 85.3%）、2013 年時点で適用品目（Inclusion 
1)　1967年 ASEAN設立メンバーの国マレ シーア、シンガポール、インドネシア、タイ、フィリピンの 5カ国と 1984年加
　盟したブルネイの 6カ国。
　2010 年 ASEAN 先行加盟 6 カ国は、ASEAN 経済共同体ブループリントによって
域内関税を撤廃した。ASEAN は ASEAN 創設以来 EU 式の経済共同体を志向する立
場を表明し、2007 年の ASEAN 憲章（ASEAN Charter）、AEC ブループリントを通
じて EU と同等な地域共同体の形成のための段階的統合の方針を表明したのである。
　2007 年の第 12 回首脳会議で ASEAN 共同体創設を 5 年前倒しして 2015 年とする
ことに合意、これを宣言した。同年 11 月の第 13 回首脳会では、ASEAN がこれまで
の諸原則を包括的に再確認するとともに、ASEAN 共同体の創設を見据え ASEAN の
組織と制度、事務局の機能を強化することを目的とした「ASEAN 憲章」が採択、ま
た、AEC の 2015 年までのロードマップである「AEC ブループリント」が発出された。








List: IL）61,202 品目の 99.2% で関税が撤廃されている。新規加盟 4 カ国（カンボジア、ラオス、
ミャンマー、ベトナム、以下 CLMV）は、2015 年までに関税を撤廃することになっているも
のの 2013 年時点で IL の 68.6% の品目に関税が撤廃されている（石川他 2013、p.45）。一部除
外品目が残存しているが 2)、ASEAN 域内で完全な自由貿易の条件が確保され経済共同体が構築
されている状況になっている。
2010 年 ASEAN の域内関税撤廃は、1992 年 ASEAN 自由貿易地域（ASEAN Free Trade 
Area：以下 AFTA）のための CEPT 合意以降 ASEAN が域内経済統合の実現のための実効性
のある包括的措置であり、2015 年まで単一市場、単一生産基盤を構築し EU 式経済共同体の
創設に大きく前進したことになる。東南アジアの諸国は、ASEAN 創設以来 EU 式の経済共同
体を志向する立場を表明し、2007 年の ASEAN 憲章（ASEAN Charter）、AEC ブループリン
トを通じて EU と同等な地域共同体の形成のための段階的統合の方針を表明したのである。
本稿は、2．ASEAN の発展と経済統合を概観し、3．ASEAN 共同体と ASEAN 経済共同体
（AEC）を説明する。第 4 節では、ASEAN の特徴を、第 5 節では EU との比較を説明する。
2．ASEAN の発展と経済統合の概要
　ASEAN 創設以前の東南アジアでは、タイ、フィリピン、マラヤ連邦の 3 カ国により結成さ




レーシア、フィリピン、シンガポール、タイの 5 カ国は、ASEAN 設立を宣言する「バンコク
宣言」を採択 ASEAN が発足し ASA は発展的解消したのである（外務省 2008）。以降、ブル
ネイ（1984）、ベトナム（1995）、ラオス（1997）、ミャンマー（1997）、カンボジア（1999）が
加入、現在 10 カ国の ASEAN が完成したのである。
設立初期の ASEAN は、域内外の戦争防止、紛争の処理などの政治協力が主要課題であった
が、外交・安保の問題が解消された後は、域内協力を基本とする経済成長が懸案となる。1976
2)　除外品目には、引き下げの準備が整っていない品目の一時的除外品目（Temporary Exclusion List: TEL）、
　防衛・学術的価値のあるものなどの一般的除外品目（General Exceptions List: GEL）、未加工の農産物など
　適用品目への移行を弾力的に扱うセンシティブ品目（Sensitive List: SL）、米関連品目などの高度センシティブ品目
　（Highly Sensitive List: HSL）がある。
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年首脳会議で採択された「ASEAN 協和宣言」は、政治、安全保障、経済及び機能分野に関す
る協力のための原則を表明したものである。翌年の 1977 年 1 月マニラで開かれた第 3 回経済
閣僚会議では、経済協力関係が強化され、同年 2 月バリ・サミットにおいて「ASEAN 特恵的
貿易協定（Agreement on ASEAN Preferential Trading Arrangements, PTA）」が締結された。
その後、1980年「AIP基本協定（Basic Agreement on ASEAN Industrial Projects）」、1981年「AIC
基本協定（Basic Agreement on ASEAN Industrial Complementation）」の経済協力関連の協
定が調印された。
1992 年、第 4 回首脳会議（シンガポール）において、ASEAN 内の共通有効特恵関税（CEPT）
スキームを通じた ASEAN 自由貿易地域（AFTA）を創設する「ASEAN 経済協力の向上に
関する枠組協定」が署名され、経済協力は本格的に推進されることとなる（シンガポール宣言）。
翌年の 1993 年から AFTA-CEPT 協定による関税削減開始し、1994 年には関税の引き下げ期
間が 2015 年から 2010 年に短縮、対象品目も拡大される。
1996 年、第 1 回 ASEAN 非公式首脳会議において、2020 年までの域内中期目標を起草する
ことが合意され、1997 年「ASEAN ビジョン 2020」が採択される（クアラルンプール 3)）。こ
の「ASEAN ビジョン 2020」には、2020 年までに、東南アジア全域が「ASEAN 共同体」と
なることを展望するという目標が初明記されている。また、ASEAN 共同体が形成されるまで
の 20 余年間における地域の発展と域内協力を通じた豊かな生活の達成についても示している。
この「ASEAN ビジョン 2020」は 1998 年、第 6 回首脳会議（ハノイ）において、実現のた
めの計画が具体化された（「ハノイ行動計画」）。ハノイ行動計画には、①マクロ経済と金融に
関する協力の強化、②経済統合の強化、③アジア太平洋及び国際社会における ASEAN の役
割の強化と向上、④ ASEAN の機構とメカニズムの改善などの 1999 年から 2004 年までの協
力の重点事項が示されている（外務省 2008、p. 9 を参照）。
カンボジアが 10 番目の国として加盟、現在の ASEAN10 が完成する 1999 年 9 月の ASEAN
経済閣僚会議において、AFTA の最終目標として、関税撤廃の期限を先行 6 カ国は 2015 年、
新規加盟の CLMV は 2018 年に決定したが、その後、同年 12 月の第 3 回 ASEAN 非公式首脳
会議（マニラ）において、先行 6 カ国は 2015 年から 2010 年に、CLMV は 2018 年から 2015
年に前倒しして実施することが合意され、AFTA の関税撤廃の最終実現が 2015 年になったの
である。
3)　この首脳会議において、1997年夏に始まったアジア通貨危機を契機として、東アジア戦域による協力の必要性を





ASEAN6 ILを0-5%へ ILの80%を0%に ILを0%へ
SL, HSLを5%以下に





























「第二 ASEAN 協和宣言」である。第二 ASEAN 協和宣言は、第 9 回首脳会議（バリ）におい
て、ASEAN 共同体の柱として①「ASEAN 安全保障共同体（ASEAN Security Community: 
ASC）」、②「ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic Community: AEC）」、③ ASEAN 社会・
文化共同体（ASEAN Socio-Cultural Community: ASCC）」といった 3 つの共同体形成を明記




注 2）「その他」は AFTA 特恵関税が示されていないもの、5% 超の品目には、一般的除   
       外品目（GEL）、センシティブ（SL）・高度センシティブ（HSL）から関税削減・撤 
       廃品目（IL）に組み込まれたばかりのもの。






ASEAN6 61,202 60,712 99.2% 490 148 0.2% 65 27
CLMV 36,974 25,371 68.6% 11,603 10,667 28.9% 599 337
ASEAN10 98,176 86,083 87.7% 12,093 10,815 11.0% 664 614
0~5%
表1．ASEAN の CEPT 関税引き下げ状況（2013 年時点）
?　  ?  ?
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れる単一市場・生産基地を構築する」構想であったが（石川 2013、p.6）、2007 年の第 12 回
首脳会議で ASEAN 共同体創設を 5 年前倒しして 2015 年とすることに合意、これを宣言した
（「ASEAN 共同体設立の加速に関するセブ宣言」）。
同年 11 月の第 13 回首脳会では、ASEAN がこれまでの諸原則を包括的に再確認するととも
に、ASEAN 共同体の創設を見据え、ASEAN の組織と制度、事務局の機能を強化することを
目的とした「ASEAN 憲章」が採択、全加盟国によって署名された。また、AEC の 2015 年ま




1967 年 マレーシア、シンガポール、インドネシア、タイ、フィリピン（5 カ国）
1971 年 東南アジア平和・自由・中立地帯宣言（ZOPFAN）
1976 年 東南アジア友好協力条約（TAC）「ASEAN 協和宣言」
1977 年 特恵関税協定（PTA）
1984 年 ブルネイ加盟（6 カ国）
1992 年 AFTA のための CEPT 協定、「ASEAN 経済協力強化の枠組み協定」
1993 年 AFTA-CEPT 協定による関税削減開始
1994 年 関税の引き下げ期間の短縮（15 年から 10 年に）、対象品目の拡大
1995 年 「東南アジア非核兵器地帯条約（SEANWFZ）、ベトナム加盟（7 カ国）
1997 年 「ASEAN ビジョン 2020」採択、ラオス、ミャンマー加盟（9 カ国）
1998 年 「ASEAN ビジョン 2020」実現のための「ハノイ行動計画」採択
1999 年
カンボジア加盟（10 カ国）
AFTA における関税撤廃期限を ASEAN 先行 6 カ国は 2015 年から 2010 年に、
新規加盟国は 2018 年から 2015 年までに前倒しを決定
2003 年 ASEAN 安全保障共同体・経済共同体・社会・文化共同体 (ASCC) からなる ASEAN
共同体を 2020 年までに設立することに合意（第二 ASEAN 協和宣言）
2007 年 ASEAN 共同体実現の目標前倒し（2020 年から 2015 年に）
「ASEAN 憲章」、「ASEAN 経済共同体ブループリント」に署名
2009 年 「ASEAN 政治・安全保障共同体ブループリント」、
「ASEAN 社会・文化共同体ブループリント」に署名
2010 年 ASEAN 先行 6 カ国関税撤廃
2015 年 ASEAN 共同体創設目標
             （石川他編 2009、ASEAN 事務局の資料からまとめ）




A．単一市場と生産基地（Single Market and Production Base）、
B．競争力のある経済地域（Competitive Economic Region）、
C．公平な経済発展（Equitable Economic Development）、
D．グローバル経済への統合（Integration into the Global Economy）といった 4 つの戦略目
標と措置（行動）と戦略的スケジュールが示されている 5)。
3. ASEAN 共同体
　ASEAN 共同体は、1997 年 ASEAN 首脳により、2020 年を目標年次に ASEAN のより一層
の協力深化を目指す「ASEAN ビジョン 2020」が採択された後、2003 年 ASEAN 第二協和宣
言（Declaration of ASEAN Concord II、バリ）において ASC、AEC、ASCC の 3 つの共同体
から構成されることが議決された。ASEAN 経済共同体（AEC）にブループリントは、2007
年、第 13 回首脳会談において採択・署名されたが、他の 2 つの共同体のブループリントは
「ASEAN 共同体に向けたロードマップに関するチャアム・ホアヒン宣言」（2009）で採択され
る。2009 年の宣言から、ASEAN 安全保障共同体（ASEAN Security Community：ASC）が
ASEAN 政治安全保障共同体（ASEAN Political-Security Community：APSE6)）となり、その
後 ASEAN 共同体は、APSE、AEC、ASCC7) の 3 つから構成されることになる。以下は、3 つ
の共同体の目的と戦略的要点のまとめである。
4)　ASC、ASCCブル プーリントは第 14回首脳会議で署名される（2009年、タイ、ホアヒン）。






















・ ASEAN 憲章制定の準備、非 ASEAN 諸国の友好協力条約加入奨励、南シナ海の当事者の
   行為に関する宣言の完全実施などの規範の形成と共有








・11 の重点セクター 8) で 2010 年までに統合
・投資の自由化・円滑化・促進などの ASEAN 投資地域の推進

























間の格差も大きい。GDP においては、インドネシアが 8,675 億ドルで一番高く、ラオスが 101
億ドルで最も低い。一人当たり GDP では、1,000 ドル程度のカンボジア、ミャンマーと 53,400
ドルのシンガポールは約 50 倍の差がある（図 3 を参照）。　





















  注：棒グラフは GDP（左軸）、折れ線は 1 人当たり GDP（右軸）を表す。
 国名は ISO3 字コード
 
表 3 から筆者作成
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　GDP に占める産業の割合から読み取れる。構造においても、ミャンマー、カンボジアのよ




表 3．ASEAN の多様性（2013 年）
*GDP：億 US ドル、１人当たり GDP：ドル、**GDP に占める割合、*** 宗教：割合が高い宗教





ク（フィリピン）など多様な宗教が共存している 9)（以上 2013 年、表 3 を参照）。
以上のような加盟国の間の多様性を適切に調整、合意に導いたのが、いわゆる「ASEAN 方







（%） 政治システム1 次 2 次 3 次
ブルネイ 5,765 165.639,179 0.7 70.9 28.4 423
イスラム
（78.8） 絶対君主制
カンボジア 181,035 156.41,012 34.8 24.5 40.7 15,458
仏教
（96.3） 立憲君主制
インドネシア 1,904,569 8,6753,421 14.3 46.6 39.1 253,610
イスラム
（87.2） 大統領中心制
ラオス 236,800 1011,484 24.8 32 37.5 6,804
仏教
（67） 社会主義一党制
マレーシア 329,847 3,12410,388  11.2 40.6 48.1 30,073
イスラム
（61.3） 立憲君主制
ミャンマー 676,578 594.31,066 38 20.3 41.7 55,746
仏教
（89.0） 大統領制
フィリピン 300,000 2,7222,528 11.2 31.6 57.2 107,668
カトリック
（82.9） 大統領中心制
シンガポール 697 2,97553,437 0 29.4 70.6 5,567
仏教
（33.9） 内閣責任制
タイ 513,120 4,0095,918 12.1 43.6 44.2 67,741
仏教
（93.6） 立憲君主制
ベトナム 331,210 1,7001,820 19.3 38.5 42.2 93,422
無教
（80.8） 社会主義一党制












柳 20032005）。これら 5 つの行動原理によって特徴付けられる ASEAN Way は、条約と文書
に基づいて行動規範をもった EU とは違った点である。
この ASEAN 方式は、2008 年発効された ASEAN 憲章においても明記され、経済協力に
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（CARICOM）などが同じ時期に結成された。
1980 年代後半、アメリカは GATT 体制による多角的交渉の限界と ECC の拡大（1992 年か





















現在、ASEAN を中心とする地域経済の枠組みは、図 4 のように複雑になっている。しかし、
これは、ASEAN を中心としてプラス 3（日本、中国、韓国）とアメリカ、それに太平洋地域
の諸国を加えている構図である。
ASEAN 経済共同体が創設し、共同体が発展していくことは、日・中・韓の FTA に東北ア



















                   注：EAFTA: 東アジア自由貿易協定（構想）、EAS：東アジア首脳会議
　　                   CEPEA：東アジア包括的経済連携（構想）、ARF：ASEAN 地域フォーラム
                  APEC：アジア太平洋経済協力、FTAAP：アジア太平洋自由貿易地域（構想）
                         出所 ：石川他編（2009）、 p.9 から引用
以上のように、ASEAN を含む国際経済において地域経済統合は、EU からの影響が大きい。
また、EU の経済統合の背景には、Balassa（1961）の経済統合の発展段階説がある。周知のよ
うに、Balassa の経済統合発展段階説は、①第 1 段階「自由貿易地域」：域内の関税および非
関税障壁が撤廃される、②第 2 段階「関税同盟」：共通関税が実施される、③第 3 段階「共同
市場」：生産要素が域内で自由移動ができる、④第 4 段階「経済同盟」：加盟国の間の経済政策
の調整が実施される、⑤第 5 段階「完全な経済統合」：経済政策が統一され経済同盟に加え政




石炭鉄鋼共同体からであるが、ASEAN の経済統合は 1992 年 AFTA のための CEPT 協定か
らであり、欧州と ASEAN は 40 年以上の差がある。
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稿では、経済の理論と実際の経済社会を分けた比較を試みている。






は、正しいプロセスである。しかし、政治的、経済的条件を考えれば、EU と ASEAN の経済
統合は異なるものになる。Balassa の「プロセス」のうち第 3 段階までは、自由貿易の実現の
ための各種の障壁を撤廃している段階である。第 4 段階の経済同盟から、経済政策の調和化が
伴い、完全な経済統合に進むことになっている。
                                      






























一市場の目標が設定され、1992 年、単一市場が完成、1993 年 EU が創設される。これに対して、
ASEAN では、第 2 協和宣言（2003 年）で「物、サービス、資本が自由に移動する、単一市
場および生産基地」としている。しかし、AEC ブループリントが扱うのは専門資格の相互認
証に留まり、非熟練労働者の移動については、ASEAN 社会・文化共同体（ASCC）が扱うな










ASEAN は、日本の約 12 倍の面積、約 5 倍人口でありながら、GDP は日本の約半分以下、
1 人当たり GDP は約 10 分の 1 の発展途上国の連合である。しかし、ASEAN10 カ国の 2010
－ 13 年間の年平均経済成長率は、5.9% であり（ASEANstats2014）その成長の潜在力は大きい。
また、EU が先進国の経済共同体であるのに対して ASEAN は発展途上国の経済共同体である。
ASEAN の統合は、EU のように初期段階からの戦略的構図の判断、精巧な交渉および、企
11)　ASEAN経済共同体は、EUをモデルにして EUを目指すのか、という問いに関しては、“EU は ASEANにひら
　めきを与えるが、共同体のモデルではない、開発とASEANの経済統合は自らのペースで進める”と答えている（ス
　リン前 ASEAN事務総長、石川他編（2013）p.189、元の出所：The Nation, Jan. 10, 2013）。
ASEAN EU
統合の始点
1967 年 ASEAN 創設
FTA は 1992 年 AFTA 設立から
1957 年 EEC の創設
（ローマ条約）
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